


決済前に、お客様（買主・借主・交換の当事者）からどんなお金を受け取りますか？

お客さんのための制度は、
何があるの？

お客さんが安心できる制度があるよ。

営業ツールとして使ってね！

一番たくさんカバーできるのは

一般保証だよ！！

Q

A

なるほど！ これでお客さんも安心だ！
今度の取引で使えるか、
保証協会に聞いてみよう！

受け取らない

当事者間で
授受される手
付金がある

媒介報酬
代理報酬

一般保証制度
全国で唯一、当協会のみが
実施している制度です

手 付 金
中 間 金
代金に充当される申込証拠金
交 換 差 金

※

※

※ ※
（借主代理の場合）

賃　料
敷　金
その他

手付金
保証制度

手付金等
保管制度

手付金等
保証制度

（当協会は実施していません）

保全義務は？ なし

あり

お客さんが安心できる制度があるよ。

※保証委託者（会員）の属性や取引態様や金額等により、保証対象になる
金銭が異なります。
（上図中の金銭であっても、保証の対象にならない場合があります）
詳しくは、ホームページをご覧のうえ、契約前に（公社）不動産保証協会へお
問い合わせください。
http://www.fudousanhosho.or.jp/tetsukekin/ippan_hosho.php

各制度の利用申込みは、地方本部で受け付けております。

利用
して
ね！



10 2月のニュースランキング

14 【特集2】不動産業者のための資格ガイド
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22 税務相談「個人が賃貸建物の建築のため建物を取り壊した場合の所得税の取扱い」

23 賃貸相談「家賃の増額と賃借人の妻の承諾」

25 不動産業者のためのコンプライアンス「コンプライアンスと危機管理経営」

27 国交省EXPRESS／会の活動および各種会議の要旨

28 新入会者名簿

26 地方本部の動き　千葉県本部

24 法律相談「近隣の暴力団事務所についての売主の説明義務」

29 4月号の予告

30 全日ホームページGUIDE　第36回
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19 PICK UP NEWS　 

20 【Check it out】平成26年４月より、すまい給付金制度がスタート（中編）　

【お詫びと訂正】「月刊不動産２月号」P.4 ～ P.5「平成 26年新年賀詞交歓会を開催」にて、来賓 山口那津男議員の所属院に誤りがございました。
 （誤）衆議院→（正）参議院となります。皆様にご迷惑をおかけしたことを深くお詫びいたします。
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今後の成長分野となるか
外国人向け賃貸を考える

外国人登録者数と賃貸の現状

昨年 12 月、訪日外国人が史上初めて１千万人を
超えたことが大きなトピックとなりました。国土
交通省では、昨年６月に「観光立国実現に向けた
アクション・プラン」が策定され、目標値はさら
に２千万人へと引き上げられました。
一方で、日本に 90 日以上在留する外国人登録者
数の推移を見ると、右肩上がりで増え続け、平成
19年末の外国人登録者総数は約215万人。10年前
から比べるとおよそ１.５倍に増えています。しか
し、平成 20 年に過去最高の 222 万人を記録する
と、同年秋に起こったリーマンショック以降から
直近の平成25年は約205万人と微減。ここ数年伸
び悩んでいるのが現状です。
これには、円高や不況によりブラジルなど南米の

日系人労働者が減少したこと、ビザ発給や出入国管
理の厳格化など諸問題が背景にあると思われます。
一方で、アクション・プランの中でも何らかの
制度導入の検討がなされているように、不動産業
界にとっては単なる旅行者ではなく、長期滞在の
外国人がビジネスの対象となります。しかし、現
在は少なくとも受入れ態勢が整っているとは言い
難い状況で、外国人を積極的に受け入れている不
動産業者の数は多くありません。

住宅ジャーナリスト
殿木真美子

民間の賃貸住宅を借りる際に「弱者」となるのは、高齢者、障害者、外国人、母子家
庭であるといわれています。中でも外国人は、偏見とコミュニケーション不足から、不
当な扱いを受けていると言わざるを得ません。人口減少、少子高齢化という我が国が抱
える深刻な問題を考える時、カギを握っているのが外国人です。外国人向け賃貸の現状
と今後の可能性について考察しました。

1

外国人にとって日本で住む場所を確保するとき
には、いくつかの高いハードルが待ち受けていま
す。賃貸住宅に設けられた入居制限の中で「外国
人不可」の物件が最も多いといわれており、住ま
い探しの際に差別的な扱いを受けたと感じる外国
人も少なくありません。
仮に外国人受入れ可の物件を見つけても、連帯

保証人が立てられないことで入居を断られたり、
敷金・礼金や共益費など我が国独特の習慣に戸惑
ったりすることが多々あります。
一方で、オーナーの視点から見てみると、言葉

が通じないことで不都合があるのではないか、家
賃をきちんと支払ってもらえるのか、ほかの入居
者からクレームが出るのではないか、など何かと
不安は尽きません。
実際に多くのトラブルが生じているのも事実で

す。例えば、よくあるのがゴミ出しのトラブル。
また、いつの間にか契約者とは違う人が住んでい
た、一つの部屋に数人が住んでいた、退去時にき
ちんと解約手続をせずに本国へ帰ってしまってい
た、などの話を耳にすることもあります。
日本では退去時にクリーニング業者を入れたり

壁紙を張り替えたりして次の入居者のためにきれ
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いにしておくのが常識ですが、海外の多くの国で
は、入居時は前の入居者が使用したままの状態
で、自分でお金をかけてリフォームなどを施すの
で、退去時はそのままということが一般的なの
で、敷金の一部をリフォームやクリーニングに充
てることで、全額は戻ってこないという感覚が理
解できないこともあるようです。
こうしたトラブル事例を目の当たりにすると、
オーナーが怖気付いてしまう気持ちも理解できな
くはありません。
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総在留外国人数の推移と我が国の総人口に占める割合の推移 （総務省統計局 2012 年のデータ）

外国人賃貸に想定されるリスク要因

（注１） 本数値は、各年12月末現在の統計である。　（注２） 平成 23 年までは外国人登録者数、平成 24 年は在留資格または特別永住者の地位をもって在留する総在留外国人数である。
（注３） 「我が国の総人口に占める割合」は、総務省統計局「国勢調査」及び「人口推計」による、各年10月1日現在の人口を基に算出した。

「ベースの町」横須賀の場合

在日米海軍の司令部がある神奈川県横須賀市
は、「ベース（基地）の町」として知られていま
す。軍関係者の住宅といえば、まずは基地内部に
ある米軍住宅を指しますが、基地の外部にある民
間住宅を賃貸借契約するケースもあります。特に
横須賀では後者のケースが多いそうです。横須賀
の外国人賃貸の需要は、そのほとんどがベース契
約で占められています。
現在、60 戸ほどのベース向け賃貸物件を管理し
ているある不動産業者に話を伺いました。
「ベース向けの賃貸では、周辺相場の２～４割程
度高額なので、大幅な賃料アップが見込めるのが
最大のメリット。また、基地内に『ハウジングオ

フィス』という機関があるため、様々なリスクを
とる必要がないことも、我々不動産会社にとって
は大変ありがたいです」。
ハウジングオフィスとは、米軍基地内にある部

署のことで、ここで通訳や物件紹介、入居後のト
ラブル処理などを一手に引き受けてくれます。ベ
ース契約は法人契約ではなく、基本的に軍関係者
個人との契約になるのですが、このハウジングオ
フィスのお陰でトラブルを回避することができる
のです。もともと横須賀に住む人は米軍兵を日常
的に見る機会が多く慣れているため、近隣に外国
人が住んでいても気にならないこともあって、こ
の業者が管理する物件でも、ここ数年、大きなト

1. 家賃の滞納 ・ 不払い

2. 近隣住民とのトラブル

3. 住居の使用方法

4. 生活習慣 ・ リズムの違い 

5. 入居者以外の人の出入り

6. 解約時のトラブル

7. 言語・習慣の違いからくるコミュニケーション不足

55552014.32014.3
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外国人専門の家賃保証会社「グローバルトラストネットワークス」

しかし、ご紹介した横須賀の事例はかなり特殊
なもので、その他のほとんどのオーナーや不動産
会社は、外国人と賃貸借契約を結ぶことをためら
う人が多いのではないでしょうか。その理由の筆
頭に挙げられるのが、冒頭でも述べた「連帯保証
人が立てられないこと」だと思います。
外国人専門の保証サービス「ＴＲＵＳＴ ＮＥＴ ２１」

を展開する「株式会社グローバルトラストネット
ワークス（以下、ＧＴＮ）」では、保証サービスだ
けでなく、外国人専門の賃貸住宅総合サイト
「Best-Estate.jp」を立ち上げ、入居後の生活サポ
ートまで、外国人向け賃貸をトータルで支援する
サービスを行っています。
代表取締役の後藤裕幸氏は、大学時代から学生
ベンチャーを始め、ＩＴ企業や日本企業が海外進
出をする際のコンサルタント事業などを行ってい
ました。一緒に事業をしていた仲間には外国人が
多く、「日本では部屋を借りるのに苦労する」とい
う話をよく聞かされていたことから、「これは外国
人にとってアンフェアなルールではないか」、「グ

ローバル化といっている国が衣食住のうち『住』
も提供できなくていいのか」と問題意識を持ち、
2006 年に外国人専門保証会社ＧＴＮを立ち上げ
たそうです。
「外国人登録者の数は、日本の総人口のわずか
1.6％。もともとのパイが少ないニッチな市場で
す。その上、ひとくくりに外国人といっても多様

ラブルはほとんど発生していないとのことです。
通常の賃貸借契約と違う点は、突然転属命令が
下ることもあるため、退去通知の義務が 10 日前だ
ということ。物件の価格は米軍の査定官が決定す
ること。更新も連帯保証人もなく、賃借人の過失
である場合を除いて退去時の原状回復義務もあり
ません。
また、どんな物件でもベース契約ができるわけ
ではなく、間取りは 15 坪・２ＤＫ以上、網戸・照
明器具や階段の手すりの取付けは必須など、かな

り細かい条件があります。
こうしたいくつかのデメリットはあっても、家

賃が高くリスクの少ないベース契約は、横須賀で
は欠かせないものとなっています。この業者で
も、管理物件のほかに自社で土地を買い、ベース
契約向けの物件を建てて運営する事業にも着手し
ており、これからもよい土地や建物があればこう
した事業も展開していきたいとしています。

京急線「大津」駅から徒歩２分の外国人用賃貸住宅。66㎡ほどのテラスハウス２戸で、ハウジングオフィスの査定で戸当たり２２万円の賃料がついている

ＧＴＮの「Ｂｅｓｔ-Ｅｓｔａｔｅ.ｊｐ」サイトのトップ画面。英語、韓国語、中国で最もスタンダー
ドな簡体字、台湾や香港で使われる繁体字に対応している

2014.32014.366
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（注１） 平成 23 年までは外国人登録者数、平成 24 年は在留資格または特別永住者の地位をもって在留する総在留外国人数である。　（注２） 平成 23 年までの「中国」は台湾を含んだ数であり、
平成 24 年の「中国」は台湾のうち、既に国籍・地域欄に「台湾」の記載のある在留カードおよび特別永住者証明書の交付を受けた人を除いた数である。

性があるので、それぞれに対応していくのは非効
率でもあります。でも、ちゃんとしたシステムを
構築できれば独占できるんです」という後藤氏の
言葉どおり、現在同業の中ではナンバーワン。池
袋本社と新大久保支店、大阪にも支店を持ち、管
理会社 3,000 社、管理戸数 50 万戸、仲介会社 700
社とのネットワークを構築しています。
日本語のほか英語、韓国語、中国語に対応して
おり、従業員数は 43 名のうち７割が日本国籍以外
の人で、そのうち６割が３か国語を操るトリリン
ガルであるなど、少数精鋭で運営されています。
これらの社員がネイティブの言葉であらかじめき
ちんと説明すれば、大きなトラブルに見舞われる
ことはほとんどない、と後藤氏は言います。
「ＴＲＵＳＴ ＮＥＴ ２１」の具体的な保証内容は、紹
介保証委託手数料が月額賃料合計（共益費・管理
費含む）の 50％、年間保証委託料が 10,000 円、保
証限度額は最大で月額賃料合計の 48 か月分ま
で、保証内容は月額賃料、訴訟費用、残置物撤去・
保管費用（いずれも居住用）。

審査の際には、国内の緊急連絡先のほかに、本
国の両親の連絡先も押さえるそうです。在留カー
ド、パスポートのほかに学生なら学生証、就労者な
ら給与明細書３か月分などの提出を求め、それら
をもとに審査をしますが、「あとは経験則」と後藤
氏は言います。「きちんとコミュニケーションが取
れれば、信頼に足る人物であるかどうかは、話し
てみれば分かります」（後藤氏）。これこそが「与
信」といえるのではないでしょうか。
契約者は日本語学校に通う生徒を含める留学生

が約６割と最も多く、就労者、ワーキングホリデ
ー、永住者などが続きます。国の内訳はおよそ中
国籍４割、韓国籍２割、東南アジア２割とその他
となっており、特にここ数年は東南アジア、中で
もベトナム籍の在留外国人が年間３倍のペースで
増えているそうです。
「我が社の目標は“世界平和”。この仕事を通じ
て少しでも日本の国際化に貢献ができれば、と考
えています」と、後藤氏は語ってくれました。
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偏見を捨てて一歩を踏み出せばビジネスチャンスに

我が国の人口は 2006 年から激減し、今後も減少
を続けることが確実となっています。反対に住宅
は次々に建てられてストックは増え続け、程度の
差こそあれ、全国どこを見回しても空室率は跳ね
上がる一方です。
賃貸業が「売手市場」であれば、「より良い借
手」を選ぶこともできますが、今は住宅の需要が
どんどん先細りしているのに供給だけが過剰にな
っている状態。借手を選ぶことはできません。
政府の推計によると、最悪の場合 2030 年までに
日本の労働力人口はおよそ１千万人も減り、2050
年には現在の３分の２にまで落ち込むとされてい

行政やＮＰＯのサービスを利用するのも手

ＧＴＮのような民間の保証会社のほかにも、行
政やＮＰＯ法人などが外国人の居住支援のため、
様々なサービスを提供しています。
例えば、川崎市が行っている「川崎市居住支援
制度」は、外国人をはじめ高齢者や障害者、母子
家庭などに対して滞納家賃や退去時の原状回復費
用などを保証する制度です。借主は２年間の契約
で月額家賃と共益費の 35％を保証料として支払
います。協力不動産店として登録された不動産会
社が管理する賃貸住宅が対象で、入居後について
もトラブルがあれば川崎市からボランティアを派
遣して対応してくれます。
ほかにも自治体では、埼玉県の「埼玉県あんし
ん賃貸住宅等登録制度」や「埼玉県外国人住まい
サポート店制度」、千葉県の「千葉県外国人学生住
居アドバイザー事業」、神奈川県の住まいサポート
店登録制度や外国人居住支援ネットワークなど、
各自治体がそれぞれの地域特性に応じた取り組み
を行っているようです。
もちろん、その他の各自治体にも、住まいや暮
らしに関する多言語のマニュアルやビデオ、
DVD などを配布していたり閲覧できたりするこ
ともあります。
財団法人自治体国際化協会は、在日外国人のた
めに住宅に関する情報を多言語で提供。財団法人
日本国際教育支援協会では、外国人留学生が民間
の賃貸住宅などへ入居する際に加入できる留学生

住宅総合補償（「海外旅行保険」と「保証人補償基
金」を組み合わせたもの）を提供しています。
また、ＮＰＯ法人も様々な形で在日外国人を支

援しています。
横浜市にある「ＮＰＯ法人外国人すまいサポー

トセンター」では、外国人への仲介に積極的な不
動産会社の紹介や入居後のトラブルに関する相
談、保証会社の紹介、８か国語での住宅の借り方
マニュアルや引っ越しルールなど７種類の書類を
ダウンロードできるサービスも行っています。
その他、緊急駆け付けサポートサービスを行う

民間企業でも、多言語サービスと組み合わせるこ
とで外国人への対応も可能です。
ジャパンレスキューシステム株式会社では、鍵

や水回りのトラブルの緊急駆け付けサービスを行
っていますが、同社で取り組んでいる通訳サービ
ス「多言語コンタクトセンター事業」との組み合
わせで、外国語での対応もできるようになってい
ます。
また、福岡市に本社を持つ「株式会社シード・

コーポレーション」では、24 時間 365 日緊急駆け
付けサービス「くらしーど 24」の中で、３者間通
話による英語・中国語・韓国語対応を行っていま
す。
上記のような各種サービスを上手に利用すれ

ば、オーナーや不動産会社の不安を取り除くこと
ができるのではないでしょうか。
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住宅ジャーナリスト。「ゆとり生活」をテーマとする雑誌の編集者を経て、2005 年から住宅分野に注
力。新築・中古を問わず、年間数十件ベースでマンションを取材。

殿木真美子（とのき・まみこ）

ます。経済への深刻な影響が懸念される中で、必
ずといっていいほど取り上げられるのが、外国人
労働者の受入れです。
一体どれくらいの数の労働者を受け入れればい
いのか、意見は様々あるようですが、今後もこの
少子高齢化社会が続くのであれば、経済・社会の
維持発展のためにも、外国人労働者の受入れが必
須となることは間違いありません。減っていくパ
イを奪い合うのか、これから増えていくマーケッ
トに投資するのか、不動産業界がとるべき道は、
自
おの

ずと決まっているのです。
取材時に後藤氏からお聞きした話に面白いもの
がありました。８年ほど前、ローカル駅のとある
不動産店に、外国人が行列を作っていて驚いたこ
とがあったそうです。そこはいわゆる地元の小さ
な不動産店でしたが、事務所内には万国旗が飾ら
れた外国人にやさしい不動産店だったそうです。
その評判はネットを通じて外国人の間に瞬く間に
広がり、全く縁のない都心の物件の仲介も頼まれ
ていたとのことでした。
外国人はネットを通じて情報が広がりやすく、
海外ではガイドブックよりインターネットで旅行

先を探す人が多いといわれています。個人のブロ
グやＳＮＳがきっかけで、無名の土地が一気に人
気観光地になることもあるとか。先の事例は、外
国人のネット口コミの威力を逆手にとれば、小さ
な不動産会社でもエリアを飛び越えて集客できる
ことの好例といえるのではないでしょうか。
冒頭（5 ページ）の「リスク要因」について

も、よくよく考えてみればしっかりとコミュニ
ケーションがとれていれば回避できるものがほ
とんどです。日本を旅行した外国人からは、よ
く「日本人は本当に親切だった」という声を聞
きます。それは日本人の美徳であるはずなの
に、なぜ、こと「住」に関してはこれほどまで
に閉鎖的なのでしょうか。
生活習慣・文化の違いを乗り越えて、日本を選

んでやってきてくれる外国人、慣れない日本とい
う環境の中で頑張っている外国人を「住環境を整
備・提供する」という形で応援するのは、不動産
業界の仕事です。まずは小さな偏見を捨て、コミ
ュニケーションをとることを恐れずに一歩を踏み
出せば、新たなビジネスチャンスが広がっている
かもしれません。

国籍・地域別　総在留外国人
（総務省統計局2013.12.26 公表のデータより作成）
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合格率22.5% 難易度アップで基準点は32問に
管理業務主任者試験（1/17付）

2月のニュ
ースランキ

ング

2013年度マンション管理士試験　合格率は8.2%（1/10付）

＊詳細は２月号に掲載。

オリックスが大京を連結子会社に
優先株式の取得請求権行使で（1/17付）

野村不動産パートナーズ、４月に誕生　ビルマネとリビングサポート合併で（1/31付）

オリックス ( 東京都港区 ) は１月17日、大京 ( 東京
都渋谷区 )を連結子会社化すると発表した。同17日付で、同社が保
有する大京の優先株式について取得請求権を行使して、大京の普通
株式を取得することを決めた。オリックスでは２月中にこれを行使
する予定。行使することで、大京への議決権保有割合が64.1%と
なり、連結子会社になる。現在は、議決権保有割合31.7%で持分
法適用関連会社。
取得請求権の行使は、追加投資を行うことなく、大京からの取込み利益の増加を図ることが狙い。連結子会社

化後も大京グループの経営体制を維持し、従来どおり支援して企業価値向上に努めていくという。

野村ビルマネジメントは１月31日、同日開催し
た取締役会で、野村リビングサポートとの合併後の商号を変更
することを決議した。
新しい商号は、「野村不動産パートナーズ株式会社」。変更予

定日は合併する2014年４月１日。
本店所在地は、東京都新宿区西新宿１丁目26番２号。代表

者は未定。同社では、「これまで以上に、一歩先を行く高品質な
運営サービスを提供し、マンション・ビルなどのお客様に不可
欠な存在になるパートナー企業へと成長していく」としている。

2013( 平成 25) 年度の管理業務主任者
試験の合格発表が 1月 17日に行われ、

4,241人 (2012年度4,254人 )が合格した。指定試験機関
のマンション管理業協会によると、受験者は18,852人 ( 同
19,460人 )、合格率は22.5%( 同 21.9%) だった。
合格基準点は、50問中32問正解 (試験の一部免除者は45

問中27問正解 )となり、2012年度の37問正解から５点下
がった。2013年度の試験終了後から難易度が高いという問題
分析がされており、それを裏付ける結果となった。
なお、問30( 個数問題 )については、選択肢の「エ」について、「適切とも不適切ともとれる余地がある」(同

協会 ) ことから、１および２のいずれも正解とするとした。

▲マンション管理業協会ウェブサイト（http://www.kanrikyo.or.jp/）

▲オリックスグループウェブサイト（http://www.orix.co.jp/grp/）

▲野村ビルマネジメントウェブサイト（http://www.nomura-bm.co.jp/）
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「Yahoo!不動産」、定額制の無制限掲載開始
国内最大級サイトへ（1/16付）

住宅新報社ホームページにて、2014年１月16日～２月15日までの期間、
閲覧回数が多かったニュースをランキング形式でご紹介します。

ヤフー ( 東京都港区 ) はこのほど、不動産
ポータルサイト「Yahoo! 不動産」の全面リニューアルを完
了した。同時に、不動産業者が物件情報を自ら掲載する方式
を導入した。
同社では従来、中古物件や土地・新築戸建て物件について、

ポータルサイト運営会社やフランチャイズ業者などから提
供された情報を掲載する形で同サイトを運営していた。それ
を、個々の不動産業者に直接掲載してもらう方式に移行。自
前でのサイト運営に切り替えた。掲載料は月額１万円の定額
制で、掲載の上限はなし。初期費用などはかからない。
同サイトを刷新した１月15日時点における掲載数は約

12万件 ( 中古、土地、新築戸建ての合計 )。３月末までに30万件以上に達し、不動産情報サイトとして国内最
大級の規模 (同社調べ )となる見込みだ。

大京、管理会社・大京アステージの事業を再編（1/20付）

取引や登記情報の集約システム　2015年にもテスト運用　国交省（2/10付）

国土交通審議官に佐々木氏、土地・建設産業局長には毛利氏（1/28付）

派遣や契約社員でも利用可能な住宅ローン
東京スター銀行（1/24付）

フラット35金利、史上最低を更新
2月は1.79%（2/4付）

東京スター銀行は１月24日、自営業や派遣社員、契約
社員も利用できる住宅ローン「スターフィット住宅ローン」の取扱いを
始めた。出産や子供の進学など で出費がかさむ時期には、一時的に返済
額を軽減できる。働き方やライフスタイルが多様化する中、柔軟に対応
できる住宅ローン商品として開発した。

住宅金融支援機構が民間金融機関と提携して供給
する長期固定金利の住宅ローン「フラット35」の最低金利が過去最
低を更新した。２月は1.79% ( 返済期間が 21～35 年の場合 )で、
これまで最低だった 2013 年４月、12月、2014 年１月の1.80%
を下回った。取扱金融機関が提供する最も多い金利 ( 最頻値 ) も
1.79%で過去最低となった。
また、返済期間が 20 年以下の場合の最低金利は1.53%。前月

から0.01%上昇した。

▲ヤフー不動産ウェブサイト（http://realestate.yahoo.co.jp/）

▲東京スター銀行ウェブサイト
（http://www.tokyostarbank.co.jp）

▲フラット35ウェブサイト（http://www.flat35.com/）
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自社施工・
顧客満足にこだわる

サービスの概要は以下のとおりだ。
光ファイバーの回線は、安定し

ていて通信速度が速く、1本の回
線を複数で共有してもさほど速度
が落ちないという特徴がある。そ
の光ファイバー回線を賃貸マンシ
ョンに設置し、各戸に分配。設置
費用、光回線料、サービス料はオ
ーナーが負担し、入居者には完全
無料サービスとしている。
オーナーが負担する費用は、機

器料、工事料、光回線料、サポー
ト料で、機器はリース契約（期間
7年、保証期間も 7年）となるた
め初期の導入費用がかからないの
がポイントだ。光回線・プロバイ
ダー料が１回線（16 戸以下）につ
き 6,720 円、設備機器リース・工
事料が 8戸で 6,825 円～、サポー
トサービス料が 630 円×戸数（い
ずれも月額）となっている。
価格は、他の大手企業と比べて

も、安めの設定にしている。施工
費や機器料を分割にしているため
契約時にまとまった金額が入って
くるわけではなく、当初は資金の
やりくりが大変だった。しかし、7
年契約を結ぶことで毎月の収入は
安定する。長い付き合いの中で良
さが分かってもらえ、口コミで契

「北海道で入居率低下に歯止めをかける
インターネット無料サービス」

新築物件ではほぼ標準設備であるインターネットの無料サービス。大手から中小企業、首都
圏から地方まで、まさに玉石混交のこの分野で、北海道を拠点に業績を伸ばす会社がある。
賃貸マンション・アパートにサービスを提供する株式会社 e-style の代表取締役・阿部
勝利氏に、業績アップのポイントやサービス内容について話を聞いた。

５名の従業員で
道東地区を独占

北海道帯広市に本社を構える
e-style は、賃貸マンションやアパ
ート向けにインターネット無料サ
ービスを提供する会社だ。会社を
立ち上げたのは、５年前。代表取
締役の阿部勝利氏は言う。
「私が以前勤めていた通信機器
の販売会社で、同じようなサービ
スを担当していましたが、その会
社が経営不振で傾いてしまって…。
これまでお付き合いいただいてい
たお客様に迷惑をかけたくない一

心で、自分で会社を立ち上げて、業
務を続けることにしたのです」。
奥様に経理を手伝ってもらいな

がら、たった一人でのスタート。資
金があったわけでもなく、苦労す
ることは分かっていた。それでも
事業を始めたのは、お客様への配
慮とともに、「このサービスは今後
伸びるはず」という見込みがあっ
たからだ。
会社勤めのころは、光ファイバ

ーインターネットが世の中に浸透
し始めた時期で、主にビジネスホ
テルにサービスを提供していた。
しかし、地区内のホテルは回りき
ってしまい、知り合いのオーナー
から中古マンションに導入しては
どうかと勧められたことが、今の
事業のヒントになった。
現在、従業員数 5名ながら契約
件数は 600 件、導入戸数約 6,500
戸。たった 5年で道東地区ではほ
ぼ独占状態だということだ。オーナ
ーとの直接契約が約 2割、その他
は管理会社を通じて契約している。

▲各世帯に設置するWi-Fi の設置例▲ｅ-ｓｔｙｌｅ導入物件
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「北海道で入居率低下に歯止めをかける
インターネット無料サービス」

その言葉を裏付けるように、同
社が 2010 年に行った入居率調査
のアンケートでは、調査貸室 1,447
室に対して空室数はわずか 89 室。
導入物件の入居率は 93.8％だった。
当時の全国の平均入居率が 82％
だったことと比べても、一定の効
果があることが分かる。
また、最近ではスマートフォン

の普及が追い風になっているとい
う。今やネット無料化は入居者に
望まれる欠かせない価値の一つで、
様々な場面で様々な年齢層の人々
がインターネット回線を利用して
いる。
インターネット回線を利用した

WebカメラやALSOKとの提携な
どにも着手し、今後の可能性にも
手応えを感じている。
ホームページを通じて本州との

契約も増えており、現在は全体の
１割程度。範囲は東北地方から九
州までに及ぶという。だが、「私は
北海道民ですから、やはり地元に
愛される企業でありたい」。あくま
でもホームは北海道、と阿部氏は
言い切る。

取材先　株式会社ｅ-ｓｔｙｌｅ

約が増えた。飛び込みの営業はし
ないのに業績は右肩上がりとなり、
資金が回り出す。好循環を生むス
トック型ビジネスの好例だ。
入居者は光インターネットを 24

時間使い放題、メールサービスは
1アカウント無料、利用開始の申
込みも不要で、トラブル時には
e-style に電話をすれば年中無休
でサポートしてもらえる。入居者
にとって、大変メリットのあるシ
ステムといえる。
施工は、阿部氏も含めたスタッ

フが行う。一部は業者に手伝って
もらうが、必ず自社スタッフが手
掛けるようにしている。一見効率
が悪く思えるが、その後のメンテ
ナンスやアフターケアの際に施工
担当者が判断できるので、柔軟で
スムーズな対応が可能になる。結

果的に余計な手間もコストもかか
らず、顧客満足度も上がるという
好循環が続いている。「自社施工」
は変えられないポリシーだ。

インターネット無料サービス
の価値と将来性

「私が言うのも変ですが、インタ
ーネット無料サービスを導入した
ことで入居率が上がるかといえば、
正直難しい。やはり賃貸物件は立
地が一番で、あとは家賃とその他
の条件との折り合いです。でも、入
居率が下がるのを防ぐことはでき
るのではないでしょうか」（阿部氏）。

株式会社ｅ-ｓｔｙｌｅ 代表取締役
阿部勝利氏

会社概要
●会社名／株式会社 e-style
●所在地／北海道帯広市
●設立／ 2003 年 7月
●代表取締役／阿部勝利
●従業員数／ 5人
●事業内容／賃貸マンションインターネット無料サービス、各種インター
ネット回線・電話回線の取次ぎ、ネットワークカメラの販売・工事、そ
の他、弱電工事一式

●ＵＲＬ／ http://www.e-style.info/

▲入居者サポートは主に電話で行っている

導入費用 内訳 （税込）

１．光回線料・プロバイダ料
主回線である光ファイバーの使用料とプロバイダ接続
の費用。１回線につき6,720円　（１回線＝16戸以下） 

16戸まで 6,720円
32戸まで 13,440 円

２．e-style サービス料 
入居者（利用者）へのサポート対応、メールサーバーの
管理、設備機器のメンテナンスなどの費用。 １戸につ
き630円 

戸数 × 630円

３．設備工事料
設備で必要な機器や配線材、工事料を合わせた費用。
● リース契約（７年）
● 現金購入も可能

８戸　6,825円～
（現金一括 446,250円～）
16戸 7,455 円～
（現金一括487,200 円～）
※TypeA（LAN）の場合
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　すでに述べたとおり、ここ 10 年くらいの間に、
不動産業界にも数多くの資格が生まれました。
　2005 年に誕生した「住宅ローンアドバイザー」
は、住宅ローンについて消費者の立場からアドバ
イスを行う資格です。複数の民間団体が講習会な
どを実施していますが、公益社団法人全日本不動どを実施していますが、公益社団法人全日本不動
産協会も 2008 年より同資格の養成講座を開催し、
2012 年度までに約 4,000 人が受講する人気ぶりを
誇っています。
　2009 年に第１回試験が行われた「JSHI 公認　2009 年に第１回試験が行われた「JSHI 公認
ホームインスペクター試験」も、そうした新資

格の一つ。中古住宅の診断業務が主な役割です。
2013 年には、国土交通省が中古住宅の物件調査
などに関する指針『既存住宅インスペクション・
ガイドライン』を公表したこともあり、注目が集
まっています。
　2013 年には、「賃貸不動産経営管理士」の第 1　2013 年には、「賃貸不動産経営管理士」の第 1
回全国統一試験が実施され、業界の話題となりま
した。アパートや賃貸マンションなどといった賃
貸物件を管理するプロフェッショナルのための資
格で、創設は 2007 年。昨年 11 月に行われた試験格で、創設は 2007 年。昨年 11 月に行われた試験
の受験者数は、3,946 人に上りました。

植杉伸介（宅建・マンション管理士/行政・司法書士等講師）

特
集
2
不動産業者のための資格ガイド

最近の不動産業関連資格と社会動向との関連性について

世間は「資格ブーム」だといわれています。日常の仕事に役立つのはもちろん、社会の先行
きが不透明ななかで、就職や転職、さらには将来の独立にも有利だというのが主な理由でしょう。
不動産業に関連した資格というと「宅地建物取引主任者」が真っ先に思い浮かびます。ただ
実際には、宅地建物取引主任者以外にも数多くの資格があることをご存知でしょうか？
「ＦＰ（ファイナンシャル・プランニング技能士）」や「不動産コンサルティングマスター（不動
産コンサルティング技能士）」などといった比較的古くからある資格は、すでにお馴染みかもしれ
ません。一方で、「住宅ローンアドバイザー」「賃貸不動産経営管理士」など、社会的ニーズ
に応じ、ここ10年くらいで新たに誕生した資格もあります。今回は、それらの資格の中でも、特
に取得するメリットが大きいと思われるものを中心に紹介していきます。
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　また 2013 年には、公益財団法人不動産流通近
代化センターが実施する「不動産コンサルティン
グ技能士」資格が、新登録制度「公認不動産コン
サルティングマスター」となってスタートしたこ
とも記憶に新しいところです。その名のとおり、
不動産オーナーなどから相談を受けコンサルティ
ング業務を行う資格です。
　当然のことですが、新たな資格制度が創設され
る背景には、社会的なニーズや、社会全体の動向
との関連性があります。
　例えば、不動産業界における近年の動向として
特に目立つものに、中古住宅流通市場活性化に向
けた流れが挙げられます。国土交通省は、2013 年
に「中古住宅の流通促進・活用に関する研究会」
を設置。同年６月に「中古住宅の流通促進・活用
に関する研究会報告」を公表するなど、活発な動
きを見せています。「JSHI 公認ホームインスペク
ター試験」は、まさにこうした社会の流れに応じ

て生まれた資格だといえるでしょう。
　また、2015 年から相続税の基礎控除額が引き下
げられることも、大きな話題です。これまで、一
部の富裕層だけが対象だと思われてきた相続税
が、より広い範囲まで課されることになるのです。
こうした状況を受け、ここ数年は相続対策のセミ
ナーがブームとなっており、関連する資格も多数
誕生しました。「相続診断士」もそうした資格の
一つです。
　さらに、太陽光発電システムの普及に伴い創設
された「太陽光発電アドバイザー」、競売市場の
活性化を背景とした「競売不動産取扱主任者」な
どといった資格も話題を集めています。
　それらの中で、私がおすすめしたいと思ってい
る資格は、ファイナンシャルプランナー、不動産
コンサルティングマスター、ホームインスペクター
（住宅診断士）、賃貸不動産経営管理士、相続診断士、
住宅ローンアドバイザーです。

　ファイナンシャル・プランナー（ファイナンシャル・プ
ランニング技能士）は、国家資格であり、個人の収支・負債・
家族構成・資産状況などのあらゆるデータから、住居・教
育・老後など将来のライフプランニングに即した資金計画
やアドバイスを行う者をいいます。いわば「家計のホーム
ドクター」とでもいうべき存在です。略してＦＰ（エフピー）
とも呼ばれています。
　ＦＰとして独立開業することができますが、企業内資格
者として活躍することもできます。不動産会社においては、
不動産の購入者等に対して住宅ローンや火災保険・地震保
険に関するアドバイスをはじめとし、不動産投資や老後の
生活設計などを提案することによって不動産取引営業活動
を推進することもできます。中古住宅の市場が活性化すれ
ば、保有する住宅を容易に現金化できるようになりますの
で、不動産業者にとっても、老後のライフプランの提案を
通じた中古住宅の取引業務の拡大を図ることができます。
　ＦＰ技能士には１級から３級までの段階がありますが、
不動産会社の企業内資格者として活躍するためには、２級
まで取得しておけば十分でしょう。通常、ＦＰ資格は３級
→２級→１級とステップアップしていくものですが、右の
試験概要では３級について紹介してあります。合格するた
めの学習期間としては、３～６か月ぐらいを必要とします。

ファイナンシャル・プランナー

受験資格
ＦＰ業務に従事している
者または従事しようとし
ている者

試験科目

［学科試験］
①ライフプランニングと
資金計画　②リスク管理
③金融資産運用　④タッ
クスプランニング　⑤不
動産　⑥相続、事業承継
［実技試験］
個人資産・保険・顧客資
産相談業務、資産設計提
案業務から選択

試験日 年３回
（５月・９月・１月）

合格率

［学科試験］
60～ 80％程度
［実技試験］
50～ 70％程度

※試験の詳細については、NPO法人日本ＦＰ協会のホームペー
ジ（http://www.jafp.or.jp/）参照。
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　不動産コンサルティングマスターは、不動産コ
ンサルティング業務を行うのに必要な一定水準の
知識や技能、実務経験を備えている者であること
を、公益財団法人不動産流通近代化センターが認
定した資格です。国家資格ではありませんが、国
土交通省に試験内容や運用制度などを登録して実
施されています。
　不動産の有効活用・建替え等に関する企画・提案、
事業実施の管理、不動産を中心とした相続の事前
準備のお手伝い、貸家や貸地の整理・活用、不動
産投資に関するアドバイスなどをすることにより、
多くの顧客を獲得するとともに不動産取引業務の
幅を広げることができます。もちろん、中古住宅
の市場においても、不動産コンサルティング活動
を通じた取引拡大を図ることが可能です。

受験資格
宅地建物取引主任者資格登録者、
不動産鑑定士登録者、１級建築士
登録者のいずれか

試験科目

［択一式試験］
実務、事業、経済、金融、税制、
建築、法律
［記述式試験］
必修科目 ････ 実務、事業、経済
選択科目 ････ 金融、税制、建築、
法律のうちから1科目選択

試験日 11月

合格率 60～ 70％程度

　ホームインスペクター（住宅診
断士）とは、住宅全体の劣化状況
や欠陥の有無を目視でチェックし、
メンテナンスすべき箇所やその時
期、おおよその費用などを中立な
立場でアドバイスする専門家です。
国家資格ではありませんが、NPO
法人日本ホームインスペクター協
会が実施する試験に合格し、登録
を受けることによって、公認ホー
ムインスペクターとして活躍する
ことができます。
　中古住宅の取引において、ホー
ムインスペクターによる適正な劣
化診断を受けることができれば、
顧客も安心できるでしょう。今後
は中古住宅の流通市場の活性化が
見込まれるなか、ホームインスペ
クターは、不動産業者にとって有
用な資格といえます。

不動産コンサルティングマスター

ホームインスペクター（住宅診断士）

※試験の詳細については、公益財団法人不動産流通近代化センターのホーム
ページ（http://www.kindaika.jp/）を参照。

※試験の詳細については、NPO法人日本ホームインスペクター協会のホームページ（http://www.jshi.
org/）を参照。

受験資格 なし

試験科目

［４肢択一50問］
①住宅に関わる建築の法規や実務範囲のガイドラ
インに関すること（建築基準法、建築士法、住
宅の品質確保の促進等に関する法律）

②主に木造住宅、マンションの構造部材等の名称
に関すること

③住宅の給排水、衛生、空調、電気設備に関する
呼称や一般的な仕様に関すること

④木造住宅、マンションの施工に関すること
⑤木造住宅、マンションの劣化の判断に関すること
⑥調査・診断方法に関すること
⑦マンションの管理に関すること
⑧報告書の作成に関すること
⑨一般的な住宅の売買・取引の形態や契約に関す
ること

⑩業務に関するコンプライアンス、モラル、マナ
ーに関すること

試験日 11月

合格率 25％程度
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※試験の詳細については、一般社団法人賃貸不動産経営管理士協議会の
ホームページ（http://www.chintaikanrishi.jp/）を参照。

受験資格 なし

試験科目

［４肢択一40問］
①賃貸管理の意義・役割をめ
ぐる社会状況に関する事項

②賃貸不動産経営管理士のあ
り方に関する事項

③賃貸住宅管理業者登録制度
に関する事項

④管理業務の受託に関する事
項

⑤借主の募集に関する事項
⑥賃貸借契約に関する事項
⑦管理実務に関する事項
⑧建物・設備の知識に関する
事項

⑨賃貸業への支援業務に関す
る事項（企画提案、不動産証
券化、税金、保険等）

試験日 11月

合格率 80％程度

※試験の詳細については、一般社団法人相続診断協会のホー
ムページ（http://souzokushindan.com）を参照。

　賃貸不動産経営管理士とは、アパートや賃貸マンショ
ンを中心とした賃貸不動産市場において、高い専門性と
倫理観を持ち、テナント・入居者、所有者、管理業者の
いずれにも偏らない公平な立場で業務にあたる知識・技
術・能力を備えた賃貸管理業務の専門家です。
　現在は一般社団法人賃貸不動産経営管理士協議会が実
施する民間資格ですが、将来的には国家資格となること
を目指しており、今後注目すべき資格です。国家資格に
なると試験の難易度も上がるでしょうから、今のうちに
この資格を取得しておくことをおすすめします。

　相続診断士とは、相続に関する広く多岐にわたる問題を理
解し、一般の方への啓蒙活動を行うとともに、弁護士や税理
士等の専門家への橋渡しをすることを業務とする資格です。
　相続が行われたときは、必ずといっていいほど不動産
の問題が発生します。相続の際に、不動産の処分等が行

われることも大
変多く、相続に
関する相談に応
じることができ
れば、確実に顧
客獲得のチャン
ス は 増 え る で
しょう。

賃貸不動産経営管理士

相続診断士
受験資格 なし

試験科目 コンプライアンス、
民法相続編、相続税等

試験日等 全国各地で随時
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Profi le

植杉伸介
（うえすぎ・しんすけ）

1955 年生まれ、早稲田大学法学部卒業。宅建、マンション管理士、管理業務主任者、行政
書士、司法書士等の資格試験の講師として 30年弱のキャリアを持つ。各種資格試験の受験
用書籍の執筆多数。

※講座の詳細については、公益社団法人全日本不動産協会の住宅ローンアドバイ
ザー養成講座に関するホームページ（http://www.zennichi-jloan.jp）を参照。

受講資格 なし

講座内容

［基礎編］
住宅ローンアドバイザーの役割、住宅
ローンの基礎知識、住宅ローン相談受
付から実行までの流れ、住宅ローン返
済額の算出方法、住宅にかかる税金

［実務編］
ローンの基本、物件取得予算の検討、
住宅ローンの選び方

開催
日程等

東京、大阪、名古屋、札幌、仙台、新潟、
広島、福岡などで随時

★名刺に「住宅ローンアドバイザー」と一行
書き添えることで、話の糸口ができ信頼の
キッカケになります。

★お客様の人生に大きな影響が生じないよう
真剣に取り組むことが、業務上でのプロ意
識（責任感・自信）を格段にアップさせます。

★親身の相談相手になることでお客様の安心
感を育み、担当者への信頼が会社の信用に
つながります。

★まだ十分知られてはいませんが、「ＦＰ」同
様、最近需要が高まってきており、差別化
を図るべき時ではないでしょうか。

★普通、一生に１回か、せいぜい２回といわ
れる「夢の実現」を橋渡しする役割はとて
も重く、今後の必要性はさらに増すばかり
と思われます。

　住宅ローンアドバイザーは、住宅を購入しよう
としている消費者に対し、収入やライフプランを
考慮し、無理なく返済できる最適な商品と返済プ
ランをアドバイスする資格者です。国家資格では
ありませんが、公益社団法人全日本不動産協会が
実施する講座を受講し、その講座の中で行われる
効果測定（テスト）で所定の成績を修めれば、住
宅ローンアドバイザーとして公益社団法人全日本
不動産協会の登録を受けることができます。
　住宅購入予定者は、どのような住宅ローンが自
分にとって最適であるか、具体的な専門知識や情
報が乏しく、十分な理解を得ないままに選択され
るケースもあります。そのようななか、住宅ロー
ンアドバイザーが、これらの違いを分かりやすく
説明し、適切なアドバイスをすることができれば、
顧客も安心して取引できるでしょう。

住宅ローンアドバイザー

不動産業への活用POINT！
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民間住宅ローン利用調査　「変動型」減少基調に

住宅金融支援機構がこのほど実施した「民間住宅
ローン利用者の実態調査」の 2013 年度第 2回（調査
時期 2013 年７～ 10 月、サンプル数 1,000 件）の結果
によると、「変動型」タイプのローン利用割合が減少
基調にある一方、固定期間選択型（2～ 10 年超）が
増加基調にあることが分かった（下図参照）。
調査によると、変動型の利用割合は 41.3% で、前
回調査（2013 年３～６月）比 2.2 ポイント減。1年前
の調査（2012 年７～ 10 月）と比べると 12.3 ポイン
ト減っている。
一方、固定期間選択型については、前回調査比 2.3
ポイント増の 33.4%。１年前と比べても９ポイント
上昇している。全期間固定型については、25.3%（前
回比 0.1 ポイント減、前年比 3.4 ポイント増）の利用
割合だった。

変動型の利用割合について年代別に見てみると、
30歳代が前回調査と比較して大幅に減少した。前回
調査では 48.2% だった割合が、今回は 41.1% に落ち
込んだ。１年前の 54.6% と比べると、その減少幅は
さらに大きくなる。
１年前、前回、今回の順で年代別に変動型の利用
割合を見てみると、

20歳代：52.0% → 37.4% → 40.4%

30歳代：54.6% → 48.2% → 41.1%

40歳代：53.8% → 44.3% → 45.3%

50歳代：48.6% → 33.6% → 33.3%

となっている。

世帯年収別では、「401 万～ 600 万円」の年収層に
おいて変動型の利用割合が前回調査と比べて大きく
落ち込んだ（35.7% で 8.3 ポイント減）。そのほか落
ち込んだのは、「601 万～ 800 万円」（45.2%、2.8 ポイ
ント減）、「1,500 万円超」（37.8%、2.8 ポイント減）。
逆に利用割合が増えたのが、「400万円以下」（35.2%、
4.5 ポイント増）、「801 万～ 1,000 万円」（46.1%、4.9
ポイント増）、「1,001 万～ 1,500 万円」（47.9%、1.4 ポ
イント増）となっている。
全期間固定型以外は「金利上昇に伴う返済額増」
の心配もあるが、その場合の対応について聞いたと
ころ、「返済メドや資金余力がある」「一部繰上げ返
済して負担を減らす」「借換えする」といった回答の
ほか、「見当がつかない、分からない」といった割合
も 20%程度に上った。
なお、データベース検索は個人情報保護法にのっ
とり、情報の入手方法やデータ項目、第三者提供と
いった利用目的を約款で提示。個人からの削除要
請にも応じるという。

（住宅新報 2014 年２月 18 日号より）

前年比で12.3ポイント減少

30歳代の利用が大幅減

年収別で大きな差

2013年度第2回

2013年度第1回

2012年度第3回

2012年度第2回

2012年度第1回

＊左から、変動型、固定期間選択型、全期間固定型

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（%）

41.3 33.4 25.3

43.5 31.1 25.4

51.0 26.0 23.1

53.6 24.4 21.9

54.6 22.2 23.2

住宅金融支援機構が年３回行っている「民間住宅ローン利用者の実態調査」2013 年
第２回の結果が公表された。アベノミクスや 2020 年東京オリンピック招致決定等から
の景気回復を予測した結果となっている。

住宅ローン　金利タイプ別割合の推移
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Check it out
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　平成26年４月１日より消費税が8％に引き上げられ、さらに平成27年10月１日からは10
％に引き上げられる予定です。
　これに伴い、政府は住宅取得者の負担を減らすための「すまい給付金」制度を創設し、４月1
日から運用を開始します。すまい給付金は、新築住宅だけではなく、宅建業者が売主となる一
定要件を満たした中古住宅にも適用されます。本コーナーでは前号に続いて、中古住宅にかか
るすまい給付金について解説いたします。

平成26年４月より、
すまい給付金制度がスタート

申請方法について

申請は、取得した住宅に入居した後に可能と
なります。
すまい給付金事務局に郵送で申請する郵送申
請または全国に開設するすまい給付金申請窓口
に持参して申請する窓口申請のどちらでも可能

＜中古住宅・中編＞

です。郵送先および申請窓口は、決まり次第、
すまい給付金のホームページ等を通じてお知ら
せいたします。
なお、住宅事業者等が、申請手続を代行する

手続代行も可能です。

国交省　すまい給付金ウェブサイトより国交省　すまい給付金ウェブサイトより

申請者

審査

審査

給付金振込 給付金振込

代理受領の場合

代理受領申請
郵送申請 窓口申請

請負・売買契約

住宅取得者

住宅取得者

すまい給付金申請窓口
後日開設予定です。開設次第、公表します。

※すまい給付金
代理受領特約の
締結など別の手
続きを行う必要
があります。

※代理受領とは、住宅取得者に
代わり、住宅事業者が給付金を
受け取ることです。これにより
給付金を住宅代金の一部に充
当することが可能となります。

すまい給付金事務局

住宅事業者

住宅事業者
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Check it out

Check
 it

out
申請に必要な書類について（中古住宅）

申請に必要な確認書類も、取得住宅の種類や住宅ローン利用の有無により異なりますのでご注意ください。

確認書類について （中古住宅）

すまい給付金の給付申請書は、給付金受領方法 （申請者本人
が給付金を受領、または事業者が代理で給付金を受領）、住宅ロ
ーン利用の有無により、それぞれ異なります。

受領方法 住宅ローンの
利用の有無 申請書No.

本人受領
住宅ローン利用 中C-1

現金取得 中C-2

代理受領
住宅ローン利用 ＜準備中＞

現金取得 ＜準備中＞

書類名称 確認内容 入手方法・発行者

①住民票の写し（取得住宅に移転後のもの） 取得住宅への居住、入居日など 市区町村（引越し後）

②不動産登記における建物の登記事項証明書・
　謄本（所有権保存登記されているもの） 取得住宅の実在性、床面積、持分者、持分割合 法務局

③個人住民税の課税証明書（非課税証明書） 住宅取得者の収入（都道府県民税の所得割額） 市区町村（引越し前）

④不動産売買契約書 取引の実在性、適用消費税率 -

⑤中古住宅販売証明書 売主が宅地建物取引業者であること 売主が作成

⑥住宅ローンの金銭消費貸借契約書※ 住宅ローン借入れの有無 -

⑦振込先口座が確認できる書類（通帳コピー等） 給付金振込口座の確認

⑧売買時等の検査実施が確認できる書類 次の（ⅰ）から（ⅳ）のいずれか

（ⅰ）既存住宅売買瑕疵保険の付保証明書 引渡し時に売主から交付

（ⅱ）既存住宅性能評価書（耐震等級1以上のものに限る） 登録住宅性能評価機関

（ⅲ）住宅瑕疵担保責任保険の付保証明書 建設後10年以内であって、住宅瑕疵担保責任保険
に加入している場合 売主

（ⅳ）建設住宅性能評価書 建設後10年以内であって、建設住宅性能表示を利
用している場合 売主

給付申請書のサンプル

※住宅ローンの借り入れがある場合

準備が必要な確認書類および入手方法について（中古住宅の場合）
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１．賃貸建物を取り壊した場合の取壊し
損失等の取扱い

（１）取壊しにより生じた損失等の必要経費算入
賃貸建物の取壊しや除却等により生じた損失（以下「資

産損失」といいます）の金額については、その損失の生
じた日の属する年分の不動産所得の金額の計算上、必要
経費に算入されます。この場合において、賃貸建物の取
壊し時における不動産の貸付けが事業的規模であるの
か、事業と称するに至らない規模（以下「業務的規模」
といいます）であるかどうかにより、必要経費に算入で
きる金額が次のとおりに異なります。
①その貸付けが事業的規模の場合

その資産損失および取壊しに要した費用の全額が
必要経費に算入されます。不動産所得の金額の計算
上、控除しきれなかった損失の額は、給与所得など他
の所得の金額との損益通算および青色申告の場合に
は純損失の繰越控除の適用を受けることができます。

②その貸付けが業務的規模の場合
その資産損失の額のうち、その取壊し年分の不動産
所得の金額（その資産損失を控除する前の金額）を限
度として、必要経費に算入されます。ただし、取壊し
に要した費用は資産損失ではないので、その貸付けの
規模にかかわらず、不動産所得を生ずべき業務につい
て生じた費用として全額が必要経費に算入できます。

（２）損失の金額の計算の基礎とされる資産の価額
不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入される賃

貸建物の資産損失の額は、その賃貸建物の未償却残額を
基に計算されます。この場合の未償却残額とは、賃貸建
物の取壊し等の日にその賃貸建物の譲渡があったもの
とみなした場合における、賃貸建物の取得費とされる金
額とされます。賃貸建物など減価償却資産を年の中途で
譲渡した場合、その年分の償却費の取扱いは納税者が譲
渡所得の金額の計算上、取得費に含めるか、不動産所得
の金額の計算上、必要経費に算入するかのいずれかを選
択できます。この取扱いは、資産損失の金額の計算にお
いても同様に適用されます。
したがって、不動産所得の金額の計算上、賃貸建物に
係る資産損失の計算の基礎とされる未償却残額は、納税
者の選択により、次の①または②の取扱いとなります。
①その賃貸建物に係る償却費を不動産所得の必要経費

に算入した場合
その賃貸建物の取壊し日時点における未償却残額とな

ります。
②①以外の場合は、
その賃貸建物の取壊し年の前年 12月 31日時点におけ

る未償却残額となります。
（３）「事業的規模」に該当するかどうかの判定基準
前述（１）において、不動産の貸付けが事業的規模か

どうかは、社会通念上、事業と称するに至る程度の規模
で行われているかどうかにより、実質的に判断されます。
ただし、建物の貸付けについて、次のいずれかの基準に
当てはまる場合は、原則、事業として行われているもの
として取り扱われます。 
①貸間、アパート等については、貸与することのできる
独立した室数がおおむね 10室以上であること。

②独立家屋の貸付けについては、おおむね５棟以上であ
ること。

２．自宅を取り壊した場合の取り壊し損失等の取扱い
（１）取壊し損失等の必要経費不算入
自宅として使用していた建物の取壊しは、家事上の資
産を任意に処分したものと考えられます。したがって、
その取壊しが賃貸建物に係る事業または業務を開始す
るためであっても、その取壊しによる損失の額及び取壊
しに要した費用の額は、不動産所得の金額の計算上、必
要経費に算入することができません。
（２）取壊し損失等の新築建物の取得価額不算入
自宅の取壊しによる損失および取壊しに要した費用
の額は、賃貸建物の建設等のために要した原材料費、労
務費および経費の額や、賃貸建物を業務の用に供するた
めに直接要した費用の額に該当しないため、新築した賃
貸建物の減価償却計算の基礎とされる取得価額に算入
できません。

３．賃貸併用住宅を取り壊した場合の取壊し損
失等の取扱い
賃貸併用住宅の取壊し損失等において、業務の遂行上

必要であり、かつ、その必要である部分を建物の床面積
による按分等で明らかに区分することができる場合に
は、その部分に相当する損失等の額は不動産所得の金額
の計算上、必要経費に算入されます。

不動産賃貸業を営む個人が賃貸建物の新築のため、既存の建物を取り壊した場合の
取壊し損失等に係る所得税の取扱いについて教えてください。

個人が賃貸建物の建築のため
建物を取り壊した場合の
所得税の取扱い

税理士法人 タクトコンサルティング
情報企画室長

税理士 山
やまざ き

崎 信
のぶよ し

義 先生
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1. 家賃の増額の合意の当事者
賃貸借契約を締結した当事者は、賃借人であ

る夫ですから、賃料の増額等の賃貸借契約の内容の変更
については、契約当事者である賃借人本人と交渉し、合
意するのが原則であることはいうまでもありません。た
とえ、妻であるといっても、賃借人本人とその妻とは別
人格だからです。
したがって、例えば賃貸事業用ビルの賃貸借契約にお
いて、賃料の増額請求をする際に、賃借人である事業者
本人と面談ができないからといって、賃借人である事業
者の妻との間で値上げの合意が成立したとしても、それ
は賃借人本人との合意ではありませんから、値上げの効
力を生ずる余地はありません。
賃貸借の目的が賃貸事業用ビルではなく、アパートや
マンションのように居住用建物である場合でも、原則的
には賃借人本人との合意をすべきです。ただし、居住用
建物の場合には別の考慮が働くことも事実です。なぜな
ら、居住用建物は賃借人である夫と妻の日常生活の場で
あり、夫婦の共同生活の維持のためになされた賃貸借契
約であるとみられるからです。この場合には、夫婦の日
常家事に関する債務の連帯責任を定めた民法第７６１条
の適用が問題となります。

２. 夫婦間の日常家事債務の連帯責任
民法第７６１条は、「夫婦の一方が日常の家事に関して
第三者と法律行為をしたときは、他の一方は、これによ
って生じた債務について、連帯してその責任を負う。た
だし、第三者に対し責任を負わない旨を予告した場合
は、この限りでない。」と定めています。この規定は、婚
姻生活の経済的共同性を踏まえて、夫婦と取引をする第
三者との対外関係において、夫婦の共同生活の維持に関
して生じた債務については夫婦が連帯責任を負う旨を
定めたものです。もっとも、夫婦といえども別人格です
から、夫婦が連帯責任を負う根拠については、最高裁の
判例は「その明文上は、単に夫婦の日常家事に関する法
律行為の効果、特にその責任についてのみ規定している
に過ぎないけれども、同条は、その実質においては、さ
らに右のような効果の生じる前提として、夫婦は相互に
日常の家事に関する法律行為につき他方を代理する権
限を有することをも規定していると解するのが相当で
ある。」（最判昭和 44 年 12 月 18 日 ) との判断を示して
います。

3. 家賃の値上げと日常家事範囲
問題は、ある行為が日常家事に該当するかの具体的な
判断基準です。日常家事とは、「未成熟の子を含む夫婦
の共同生活に必要とされる事務」と考えられますので、
家族の食料、水道光熱費、衣料の購入や、医療費、子供
の養育・教育費、家具等の購入費のほか、家賃の支払い
等が含まれることにほぼ異論はありません。問題は家賃
の増額です。これについては、夫婦の一方が他方に対し
て、その者が負担する支払義務を加重させるものですの
で、日常家事の範囲に含まれるかは慎重に判断する必要
があります。
日常家事の範囲は、夫婦の職業、資産、収入、社会的
地位等からみて当該夫婦の共同生活維持のための相応
の行為か否かという観点も考慮されますが、前記最高裁
の判例は、「問題になる具体的な法律行為が当該夫婦の
日常の家事に関する法律行為の範囲内に属するか否か
を決定するに当たっては、同条が夫婦の一方と取引関係
に立つ第三者の保護を目的とする規定であることに鑑
み、単にその法律行為をした夫婦の共同生活の内部的な
事情やその行為の個別的な目的のみを重視して判断す
べきではなく、さらに客観的に、その法律行為の種類、
性質等をも十分考慮して判断すべきである。」と判示し
ています。
債務の負担という観点からは、一般的に高額・高金利
の金銭借入れは日常家事の範囲外であるとされていま
す。また、クレジット契約においても収入に見合わない
額の契約は日常家事の範囲外とされています。
逆に、夫婦の一方がした借金であっても、子の医療費

と台所の改造に要した借財は日常家事の範囲とした裁判
例があります。また、クレジット契約においても購入し
た商品が日常家事に用いられるものである場合には、ク
レジット契約が日常家事に含まれるとする裁判例が多く
あります。このような考え方からすると、夫婦の共同生
活のための建物賃貸借において、相当と考えられる範囲
の増額については、日常家事に含まれると判断される可
能性が高いものと考えられます。いずれにせよ、増額の
合意は賃借人本人と行うことを心掛けることが必要です。

家賃の増額と賃借人の妻の承諾

家賃の増額を請求しましたが、賃借人が仕事で忙しいらしく滅多に会うことができな
いため、その妻との間で増額を合意しました。妻との合意では値上げは認められない
のでしょうか。
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会社の本社ビルを建築する目的で土地を購入しましたが、道路を隔てた向かい側に暴力団事務
所が存在していました。売主から説明は受けていません。説明義務違反に基づいて、売主に対し
て売買契約を解除することができるでしょうか。また、損害賠償請求をすることは可能でしょうか。

近隣の暴力団事務所に
ついての売主の説明義務

1. 回答
説明義務違反に基づく契約解除はできませ

んが、売主に対する損害賠償請求は可能です。

2. 売主の説明義務
契約の一方当事者が、契約の締結前に、契約を締結す
るか否かに関する相手方の意思決定に影響を及ぼすべ
き情報を知っていたときは、これを説明する信義則上の
義務が生ずる場合があります。土地は日常的な活動の場
ですが、人にとって平穏な生活が乱される居住環境にあ
る場合には、心理的に安全な使用が妨げられます。道路
を隔てて暴力団事務所が存在していることは、買主の意
思決定に影響を及ぼしますから、売主の説明義務の対象
となりうる事実です。

3. 東京地裁平成２５年８月判決
（１）事案の概要
Ｘ社は、宅建業者であるＹ社から、従業員宿舎、サー
バールーム等として利用する建物を建築する目的をも
って、東京都港区所在の土地 206.90m2（本件土地）を購
入した。道路を隔てた向かい側にあるビル（本件ビル）
内には暴力団事務所があったが、Ｘ社は、この事実を知
らず、Ｙ社から説明を受けてもいなかった。Ｙ社は競売
手続で本件土地を取得しており、この事実を知っていた。
Ｘ社は、Ｙ社に対して、①説明義務違反による契約解
除、②説明義務違反による損害賠償請求、③瑕疵担保責
任に基づく損害賠償請求を求めた。裁判所は、以下のと
おり、①は否定し、②は肯定した。③については、隠れ
た瑕疵であること自体を認めず、請求を否定した（東京
地裁平成 25 年８月 21 日判決。以下「東京地裁平成 25
年８月判決」という）。
（２）説明義務違反による契約解除の可否
『契約の一方当事者が、当該契約の締結に先立ち、信
義則上の説明義務に違反して、当該契約を締結するか否
かに関する判断に影響を及ぼすべき情報を相手方に提
供しなかった場合には、当該一方当事者は、相手方が当
該契約を締結したことにより被った損害につき、不法行
為による賠償責任を負うことがあるのは格別、当該契約
上の債務の不履行による賠償責任を負うことはない。す
なわち、説明義務違反は、本件契約に基づく債務の不履
行の問題ではないから、債務不履行を理由とする本件契

約の解除も認められないというべきである（また、仮に
説明義務を本件契約上の義務だと解したとしても、その
違反は、契約の附随的義務の違反に過ぎないというべき
であるから、解除の理由とはならない）』。
（３）説明義務違反による損害賠償請求の可否
『Ｙ社は、本件競売手続において、最高価買受申出人
から近隣のビルが指定暴力団の事務所として使用され
ていることを理由に売却不許可の申出がされ、追加の現
況調査が行われ、補充評価書が提出されたという経緯を
知っていたこと、Ｙ社自身も競売に先立ち、本件ビルの
存在が気になり、本件事務所が暴力団の事務所であるか
否かを調査したこと、Ｙ社は、調査の結果、本件事務所
が「○○会系の興行事務所」であるとの認識はあったこ
とが認められ、（…中略…）近隣に暴力団事務所又はこ
れに類する施設が存在することは、本件事務所の存在が
Ｘ社が本件契約を締結するか否かの判断に影響を及ぼ
す重要な事項になり得ることはＹ社において容易に認
識することができたと考えられる。
Ｙ社は、Ｘ社に対し、本件契約の締結に先立ち、本件
事務所の存在及びこれについての自己の調査結果を告
知することはなかったのであるから、信義則上の説明義
務違反は免れない』。
（４）瑕疵担保責任の成否
『本件事務所は、暴力団関係者により使用されている
事務所であっても、暴力団の活動の拠点となっている施
設であるとまでは認められず、本件契約締結当時、本件
土地上の駐車場に本件事務所の関係者と思われる者に
よる違法駐車が散見されたほかは、本件事務所の存在に
より、具体的に近隣住民の生活の平穏が害されるような
事態が発生していたわけでもないから、本件土地上に建
物を建築して利用することが困難な状況にあるとは認め
られない。そうすると、本件土地が、一般の宅地が通常
有する品質や性能を欠いているということはできない』。

4. まとめ
心理的ないし環境的欠陥の問題は、不動産取引に携わ
る宅建業者にとって重要であり、現実的かつ深刻な問題
として、具体的事案での対処が求められています。とこ
ろが、現実に生起する問題は千差万別であり、対応には
苦慮せざるを得ないことも少なくありません。東京地裁
平成 25 年 8 月判決は、日常の実務においても、参考に
するべき重要な先例です。

山下・渡辺法律事務所

弁護士 渡
わたなべ

辺 晋
すすむ

 先生
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今回は、コンプライアンス違反への対処の３つの段階についてお話しします。

次回は、コンプライアンス違反への対処の重点と総合戦略の確立についてご説明しましょう。

コンプライアンスと危機管理経営

第19回

（1）循環型危機管理経営手法の活用
企業がコンプライアンス違反という事態に陥らないためには、どうすればよいのでしょうか。

私は、米国で広く知られている“循環型危機管理手法”の活用を推奨したいと思います。
“循環型”とは、具体的に危機管理手法を３つの段階のサイクルの中でとらえるという考え方
です。コンプライアンス違反への対処についても、こうした考え方が参考になります。
その３つの段階とはおおむね次のようなものです。

A平常時の事前対策の立案・実施（およびコンプライアンス違反に対処する緊急時の応急対策や収
束時に実行する事後対策の準備）の段階
まず、第 1段階は、平常時の段階です。
ここでは（ⅰ）コンプライアンス違反の発生を未然に防止するための各種措置（例えば、企業不
祥事防止対策）や（ⅱ）コンプライアンス違反の発生した場合の影響を最小化するための措置（例
えば、対処マニュアルの整備）などの事前対策を立案 ・ 実施する段階です。言うまでもなく、コ
ンプライアンス違反は起こさないことが最善の策なのです。
ここで思い起こされるのが、「曲突（きょくとつ）薪（たきぎ）を徒（うつ）す」という諺

ことわざ

です。
危機管理に関して、事前対策の重要性について説いた諺ですので、お調べいただきたいと思います。
と同時に、この段階は、万一コンプライアンス違反が発生した場合の応急対策及びその収束後の
事後対策（再発防止措置や復旧措置など）を事前に準備しておく段階でもあります。

B緊急時の応急対策実施の段階
第２段階は、実際にコンプライアンス違反が発生した段階です。
事前対策を徹底し努力していても、コンプライアンス違反が発生した場合に、その応急対策を

実施するのが第２段階です。
すでにコンプライアンス違反が起こっているため、事前に検討・準備しておいた応急対策上の対処
方針、マニュアル等に従い、直ちに緊急対処することによって具体的影響を最小化する段階です。

C収束時の事後対策実施の段階
第３段階は、こうしたコンプライアンス違反に適切に対処し収束した段階です。
この段階は、（ⅰ）例えば自然災害への対処のケースにおいては、事前に検討・準備しておいた
復旧措置を通じて事業活動を早期に再開・継続する事後対策の実
行段階であり、他方（ⅱ）例えば法令違反の重大事件への対処の
ケースにおいては、事案の反省教訓に基づいて再発防止措置を検
討・実行する事後対策の段階です。

以上のように、コンプライアンス違反への対処は、平常時の事前対
策から、発生してしまった緊急時の応急対処や収束時の復旧対策また
は再発防止対策を経て、新たな平常時の段階に進むことになるのです。
このようにして、コンプライアンス違反への対処は、過去の反省・
教訓を踏まえ、新たに発展して循環するのです。これが“循環型危機
管理経営手法”をコンプライアンス違反の対策に活用したものです。

これを簡単に図示すると、右図のようになります。

【5】 コンプライアンス違反への対処の３つの段階

C
事業再開、
復旧、
再発防止

防止・回避、
減災措置
立案、実行循環型

危機管理

〈収束時〉 〈平常時〉

〈緊急時〉

発生時の
応急対処

A

B

《循環型危機管理経営》
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『創立３０周年』を迎えて
千葉県本部

森 幸一
千葉県本部長
千葉県本部は全国で５番目の
会員数にまで発展し、無事、創
立30周年を迎えることができ
ました。皆さまのご尽力とご協
力に深く感謝いたします。

平成 25 年 12 月４日に『千葉県本部 創立 30
周年記念式典』を開催いたしました。式典開
催に際しましては、林理事長をはじめ総本部
役員、全国の本部長、国・県議会議員等のご
来賓、そして、会員の皆様など多数のご臨席
を賜り誠にありがとうございました。お陰様
ですべての行事を盛会裏に終了することがで
きました。
当本部は、昭和 58 年 12 月８日に会員総数
29 名で創立、現在では約 1,000 社に達し、全
国で５番目の会員数にまで発展することがで
きました。関係各位のご尽力・ご協力に改め
て敬意と感謝の言葉を申し上げます。
当県は、平成 23 年の東日本大震災では、津
波や液状化等で多大な被害を受けたことか
ら、記念講演では、防災システム研究所所長 
山村武彦氏による『消費者と不動産業者のた
めの実践的防災・危機管理』と題し講演を行
いました。

記念式典では、森田健作知事の祝辞や団体・
個人の知事表彰をはじめ、理事長 ・ 本部長表彰
を挙行、祝賀会では、鏡開きをはじめ、ニュー
フィルハーモニーオーケストラ千葉による『木
管五重奏の響き』をお楽しみいただきました。
当本部は、ようやく 30 年の年輪を重ねたと
ころですが、会員の皆様方のご期待に添うべ
く創立 50 周年・100 周年を目指し、一層の努
力をいたす所存です。
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1月 会の活動および各種会議の要旨
全日・保証合同

広報委員会・正副打合せ
日時　平成26年1月8日（水）

14時～
内容　１．1月号の結果報告

２．2月号の進捗状況
３．3月号の編集計画（案）
４．平成26年度事業計画・
予算（案）策定

５．その他
 組織委員会
日時　平成26年1月15日（水）

16時～
内容　１．平成26年度事業計画・

予算（案）策定
２．青年部会に関する件
３．地方本部組織
４．その他

表彰選考委員会
日時　平成26年1月16日（木）

12時～
内容　１．平成26年秋の叙勲・褒

章候補者の推薦
２．平成26年大臣表彰候
補者の推薦

３．地方本部・創立記念式
典表彰者

４．その他
財務委員会
日時　平成26年1月17日（金）

10時～
内容　１．平成26年度事業計画・

予算（案）策定
２．その他

綱紀委員会
日時　平成26年1月20日（月）

15時30分～
内容　１．平成26年度事業計画・

予算（案）策定
２．その他

教育研修委員会
日時　平成26年1月22日（水）

14時30分～
内容　１．平成26年度事業計画・

予算（案）策定
２．その他

総務委員会
日時　平成26年1月30日（木）

15時30分～
内容　１．平成25年度事業報告・

決算

２．平成26年度事業計画・
予算（案）策定

３．その他

全日本不動産協会

流通推進委員会
日時　平成26年1月23日（木）

15時～
内容　１．平成26年度事業計画・

予算（案）策定
２．その他

不動産保証協会

弁済委員会
日時　平成26年1月23日（木）

9時30分～
内容　１．認証審査案件

２．事業計画・予算、その
他懸案事項等

一般保証業務委員会
日時　平成26年1月23日（木）

15時～
内容　１．利用促進のための方策

２．平成25年度事業報告
と平成26年度の予算

３．次回委員会の日程

平成 26 年 2 月 28 日　官報 6239 号より
〇国土交通省告示第百七十二号
宅地建物取引業法（昭和二十七年法第百七十六
号）第四十六条第一項の規定に基き、昭和四十五年
建設省告示第千五百五十二号の一部改正する告示を
次のように定める。
平成二十六年二月二十八日

国土交通大臣　太田　昭宏
第二の表中「百分の五・二五」を「百分の五・四」
に、「百分の四・二」を「百分の四三二」に、「百分
の三・一五」を「百分の三・二四」に改める。
第四中「一・〇五倍」を「一・〇八倍」に、「〇・
五二五倍」を「〇・五四倍」に改める。
第五中「一・〇五倍」を「一・〇八倍」に改める。
第七中「百五分の百」を「百八分の百」に改める。

附則
（施行期日）
１ 　この告示は平成二十六年四月一日から施行す
る。

（経過措置）
２ 　社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜
本的な改革を行うための消費税法の一部を改正
する等の法律（平成二十四年法律第六十八号）
附則第五条第三項の規定により同法による改正
前の消費税法第二十九条に規定する税率による
こととされる消費税に相当す金額を含む宅地又
は建物の売買、交換又は貸借の代理又は媒介に
関して宅地建物取引業者が受けることのできる
報酬の額については、なお従前の例による。
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平成26年1月

北海道 札幌市 （株）えぞ企画
札幌市 （株）オリエントプランニング
札幌市 （株）ジェネシス
札幌市 （株）ジャパン
札幌市 （株）スペチアーレ
札幌市 （株）リン

青森県 弘前市 （有）木村住建工業
宮城県 仙台市 （株）ジョイシティ
秋田県 秋田市 石井建築設計事務所
山形県 米沢市 ひかり不動産
茨城県 稲敷市 アースホームズ（株）

取手市 （株）エステート
群馬県 前橋市 （有）大喜

高崎市 （有）和幸
埼玉県 川越市 （株）アイアールハウス

三郷市 （株）エイト
新座市 （株）エスアールグランディ
さいたま市 さいたまリビング（株）
行田市 （株）セカンドムーブ
川口市 （株）ライフデザイン
越谷市 レイクタウンホームズ（株）

千葉県 木更津市 （株）アイル
大網白里市 栄和ハウジング（株）
鎌ケ谷市 （株）こぺる
白井市 （有）ダイユウエンタープライズ
市原市 （有） モトヨシ

東京都 千代田区 （株）ＲＪＣリサーチ
港区 （同）アクア
文京区 （株）アビリティー
国立市 （株）アラーク・コーポレーション
港区 （株）イノベーター
豊島区 （株）インベスト２２
千代田区 ウジメディエイト（株）
品川区 （株）ＡＲＣ
目黒区 エデッサ・キャピタル（株）
渋谷区 （株）ＮＬ不動産
江東区 （有）小川
中央区 （株）オクトハウス
中央区 （株）オトムメディア
世田谷区 （株）ＧＲＡＮＤ　ＳＵＰＰＯＲＴ
羽村市 （有）幸邦
中央区 （株）ゴールデンアドバンス
中央区 三和（株）
大田区 （株）シーシーイー
千代田区 （株）成和
中央区 （株）ソラエ
千代田区 （株）テインコーポレーション
豊島区 （株）テラス
台東区 東京エステート（株）
千代田区 東京城南五山不動産（株）
渋谷区 （株）東建
新宿区 （株）トーチホームズ
西東京市 ドリーム・ライフ（株）
町田市 （株）パーソネット
渋谷区 ファムエージェント（株）
文京区 文京トラスティ（株）
豊島区 （株）ホットパッションエステート
新宿区 （株）みどり総合不動産
中央区 水奈月商事（株）
中野区 ライフ・サービス・コンサルタンツ（株）
中央区 （株）ランアップ
新宿区 （株）リアン
渋谷区 ＬｉＶＣＯ（同）

東京都 渋谷区 Ｒｅｖｅ－Ｒｅｃｏｒｄ（株）
渋谷区 （株）ｗｏｒｔｈ ｓｔｙｌｅ ｈｏｍｅ

神奈川県 足柄下郡 （株）アスターホーム
横須賀市 （株）コウセイハウジング
川崎市 （株）Ｓａｆａｒｉ Ｂ Ｃｏｍｐａｎｙ
茅ヶ崎市 （株）住地ホームサービス
川崎市 （株）プレゼントホーム
横浜市 （株）横浜スタンダード
横須賀市 （株）ワン・エイト

石川県 金沢市 Ｒ－ＳＴＯＲＥ （株）
金沢市 寺町不動産

山梨県 甲府市 （株）ネクスト企画
静岡県 静岡市 （株）暮らしの工房

静岡市 （株）Ｊ’ｓＨＯＭＥ
静岡市 ディーアールホームズ
静岡市 （株）ハルヒマネジメント

愛知県 名古屋市 （株）銭屋不動産
名古屋市 タートルライフ
江南市 （株）太一不動産
名古屋市 （株）プライムケイ

三重県 四日市市 （株）アルファエステート
四日市市 （株）音羽コーポレーション
鈴鹿市 （株）チカ・ハウジング

滋賀県 守山市 ウィナーズホームサービス（株）
守山市 マコト建設（株）

大阪府 大阪市 ｉ Ｈｏｕｓｅ （株）
大阪市 ＩＭＩコーポレーション（株）
大阪市 近畿リアルエステート（株）
大阪市 （株）グースマ・ギフト券をもらって得するお店
大阪市 （株）グラッツ不動産
大阪市 （株）グローリーホーム
大阪市 ケイ・アイ・クリエイト（有）
大阪市 （株）ケーズエステート
大阪市 （株）サンボール
大阪市 （株）セカンドステージ
交野市 トキワ産業（株）
大阪市 （株）平井設計コンサル事務所
茨木市 （株）ブライトハウス
枚方市 （株）フロンティア不動産販売枚方
大阪市 （株）やました
大阪市 （株）利休不動産
大阪市 （株）Ｌｉｖｅ ｉｎ Ｊａｐａｎ
大阪市 （株）レイスト

兵庫県 神戸市 （株）スマーク
神戸市 ＴＯＡＮＥＴ（株）
神戸市 （株）ライブトラスト

奈良県 五條市 （株）井上工務店
大和高田市 ＦＭホーム（株）

島根県 安来市 （有）足立工業
岡山県 倉敷市 ライク
広島県 広島市 （株）ＴＹ不動産

尾道市 山脇産業（株）
福岡県 行橋市 （有）昭栄産業

福岡市 （株）スターク
福岡市 （株）創和住研
福岡市 （株）フィールドプランニング
福岡市 （株）Ｍｅｒｃｕｒｙ
北九州市 宮興業（有）
福岡市 （株）ＵＮＩＳＡＳＳ

大分県 大分市 （株）ネクストコミュニケーションズ
宮崎県 宮崎市 （株）アセット
鹿児島県 鹿児島市 （株）庭田総合事務所
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４月号の予告

・ 税務相談　税理士　山崎信義
・ 賃貸相談　弁護士　江口正夫
・ 法律相談　弁護士　渡辺 晋
・ 不動産業者のためのコンプライアンス 
  金重凱之
・ 3月のニュースランキング
・ 不動産ニュービジネス最前線
・ 全日ホームページGUIDE
・ 2月　会の活動および各種会議の要旨
・ 2月　新入会者名簿

連載

買取再販に追い風
消費者ニーズにどう応えるか？

集団的消費者被害回復法、
2016年以降の施行に備える
執筆：江口正夫 弁護士

特集1

特集2

※弁済委員会審査結果については、不動産保証協会ホームページに掲載しています。

鬼木善久　藤村憲正　髙梨秀幸　石原孝治　村松清美　吉田啓司　松岡勇一編集：（公社）全日本不動産協会  （公社）不動産保証協会　広報委員会
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谷花音ちゃん写真素材が
全国の会員の皆様で利用可能になりました

36

　これまで東京都本部の会員限定でご利用いただいておりました、全日イメージキャラク
ター・谷花音ちゃんのイメージ画像が、２月11日より、全国の会員の皆様でご利用いただけ
ることとなりました。
　皆様の自社ホームページ上や、自社広告でのご利用が可能です。ご利用の申請は、全日
ホームぺージからお願いいたします。
　なお、ご利用いただける期間は、平成26年２月11日～平成27年２月10日となります。

＜主な利用条件＞
● 利用者は公益社団法人全日本不動産協会所属会員に限ります。
● 「谷花音ちゃん」写真素材利用用途は、下記の２点に限ります。
（1）会員のホームページサイト上での静止画利用
（2）会員が出稿する、新聞・雑誌広告、チラシ、交通広告
● 「谷花音ちゃん」写真素材の編集は禁止です。
※ トリミングは可能ですが、「全日本不動産協会イメージキャラクター 谷 花音」の文字を削除した場
合は、必ずご自身で再表記してください。

● 利用期間は平成26年２月11日から平成27年２月10日までです｡

＜サンプル画像の一部＞

SAMPLE
SAMPLE SAMPLE
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＜申請から素材受け渡しまでの流れ＞

申請から素材受け渡しまでの流れ
1 会員ログイン⇒❶「谷花音ちゃん販
促用素材ダウンロードはこちら」バ
ナーをクリック

2 利用条件などをよく読んでから、❷
「利用申請する」ボタンをクリック
3 必要項目をご入力の上、❸「上記
規約に同意する」にチェックを入れ、
❹「確認画面へ」ボタンをクリック

4 申請完了ページに表示されるダウ
ンロードページのURL、または申
請完了後に届いたメールに記載さ
れているダウンロードページの
URLにアクセスし、素材をダウンロ
ードしてください。ダウンロードペ
ージの有効期限は申請日から24
時間です。24時間を超えるとペー
ジにアクセスできなくなりますので、
再度ご利用の際には改めて申請を
お願いします。なお、素材のダウン
ロードは１つの素材につき5回まで
となっています。

❶

❷

❷

❸

❹
312014.3




